
 

 

 

平成２６年３月３１日  

消 防 庁 

 

特定防災施設等に対する定期点検の実施方法の一部を改正する件（案）
に対する意見募集結果、告示の公布及び今後の対応 

消防庁では、特定防災施設等に対する定期点検の実施方法の一部を改正する件（案）の

内容について、平成 26 年２月 21 日から平成 26 年３月 22 日までの間、国民の皆様から広

く意見を募集したところ、４件の御意見をいただきました。いただいた御意見の概要及び

御意見に対する考え方を取りまとめましたので公表します。また、意見募集の結果を踏ま

え、当該告示を本日公布しました。 

 

１ 告示の内容 

石油コンビナート等災害防止法において、特定事業者は特定防災施設等について定期に

点検を行うこととされています。 

今回の特定防災施設等に対する定期点検の実施方法の一部を改正する件は、設置の日か

ら４０年が経過した消火用屋外給水施設について、以下のとおり新たな点検の方法を規定

するものです。 

（１）加圧ポンプが当該ポンプの定格性能を満足しているかどうかを確認 

（２）加圧ポンプからの圧力損失が最大となる消火栓において放水し、放水圧力及び放水

量が適正であるかどうかを確認 

（３）配管に加圧ポンプの締切圧力に等しい水圧を加えた場合において、変形、損傷、漏

水がないかどうかを確認 

 

 

 

告示案について、平成 26 年２月 21 日から平成 26 年３月 22 日までの間、意見を募集し

たところ、４件の御意見をいただきました。 

いただいた御意見の概要及び御意見に対する考え方については、別紙 のとおりです。 

 

３ 告示の公布 

消防庁では、意見公募手続の実施結果等も踏まえて検討し、特定防災施設等に対する定

期点検の実施方法の一部を改正する件（平成 26 年消防庁告示第８号）を本日付で公布しま

した。 

 

 

【参考】 

 「特定防災施設等に対する定期点検の実施方法の一部を改正する件（案）に対する意見募

集」 

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/h26/2602/260220_1houdou/01_houdoushir

you.pdf 

 

２ 意見募集の結果 

 



 

（事務連絡先） 

消防庁特殊災害室  

（担当：古澤補佐、橘高係長） 

TEL ０３－５２５３－７５２８（直通） 

FAX ０３－５２５３－７５３８ 

 



 

【特定防災施設等に対する定期点検の実施方法の一部を改正する件（案）についての御意見の概要及び

御意見に対する考え方】 

 

番号 御意見の概要 御意見に対する考え方 

No.1 

 検査対象を圧力損失が最大となる消

火栓とした場合、計算上で範囲を決める

こととなり、検査される消火栓は限定さ

れることとなるが、摩擦損失の増加等を

考慮できるよう、「圧力損失が大きくな

ると想定される任意の消火栓」とした方

が、より適切な管理が可能となるのでは

ないか。 

 今回の改正は、屋外給水施設の総合点検

において、設置から 40 年を経過した加圧

ポンプを使用する場合には、放水箇所をこ

れまでの「任意の消火栓」から「圧力損失

が最大となる消火栓」と変更するもので

す。 

 「圧力損失が最大となる消火栓」につい

ては、設計上の圧力損失等の状況や維持管

理の状況を勘案し、あらかじめ評価し、選

定しておく必要があります。 

 

No.2 

設置から４０年を経過している給水

施設が一部であっても、当該規定は適用

されるのか。 

 今回の改正の趣旨は、設置から４０年が

経過しているものを対象に、経年劣化を考

慮した点検基準等を規定しようとするも

のです。また、消火用屋外給水施設は、全

体が一体として正常に運用できることが

重要です。 

このため、４０年を経過している部分が

給水施設の一部であることを理由に、全体

の点検を免除することにはなりません。 

なお、この場合、バルブの閉止等により、

設置から４０年経過している部分のみで

点検が可能な場合は、区別することとして

差し支えありません。 

 

No.3 

 埋設配管等では外観からの検査が困

難であるため、配管漏れ試験における

「変形、損傷、漏水」の確認方法は、放

置法検査等での判定でも良いか。 

 配管の漏れ試験については、水圧を加え

１０分間静置後、圧力の変動が認められな

ければ、「変形、損傷、漏水」を確認した

ものと判断し、目視検査は省略して差し支

えありません。 

 なお、圧力の変動が認められた場合は、

原因を確認し、補修するなどの対応が求め

られます。 

別紙 



 

No.4 

 錆等により断面積が減少し摩擦損失

が増加した場合において、圧力損失が最

大となる消火栓の選定が困難であるた

め、「全ての消火栓で放水圧力および 

放水量が適正であること」を担保できな

い。よって、点検方法を次のとおりとさ

れたい。 

（１）加圧ポンプが当該ポンプの定格性

能を満足しているかどうかを確認 

（２）全ての消火栓において、放水時の

放水圧力及び放水量が適正であるかど

うかを確認 

具体的には、第二号（ニ）イの追記内

容を以下のとおり変更されたい。 

設置の日から四十年を経過した配管

にあつては、該当する配管に設けられた

全ての消火栓において、総放水能力又は

基準放水能力を満たすことを確認する

こと。 

 

 今回の改正の考え方については、NO.1

のとおりです。 

また、今回の改正によって新たに規定さ

れる配管の漏れ試験は、配管の腐食等によ

る開口、接続部分の劣化による漏えい等の

箇所を把握できることから、新たに規定す

るものです。 

 



 

 

 

 

平 成 ２ ６ 年 ３ 月  

消防庁特殊災害室  

【概要】 

  石油コンビナート等災害防止法で定められた消火用屋外給水施設の加圧ポンプ及び配管につい

て、その点検方法を定めた消防庁告示を改正するものである。 

 

【経緯・理由】 

大量の石油、高圧ガスの貯蔵・取扱いがなされている石油コンビナート地区では、災害の拡大

防止のための消火用屋外給水施設の設置が特定事業者に義務付けられている。 

南海トラフ巨大地震や首都直下地震等の発生が懸念されている中で、設置から長期間経過した

消火用屋外給水施設が増加することを踏まえると、その耐災害性の確保がなされない場合は、老

朽化と地震等の外力との相乗作用による不具合の発生が懸念される。 

消防庁では、消火用屋外給水施設等の耐災害性を確保する観点から調査検討を行うため、平成

25年8月に「石油コンビナート等防災施設の耐災害性の確保のための経年劣化に伴う点検基準等

のあり方に関する検討会」を発足させた。この検討会において、設置から 40 年を経過した消火

用屋外給水施設についてその機能の詳細な点検を行うことが妥当であるとの結論が得られたこ

とを受け、現行の消防庁告示で定める点検方法の改正を行うもの（検討会報告書（概要）は別紙

のとおり）。 

 

【内容】 

消火用屋外給水施設は石油コンビナート等災害防止法に基づく定期点検が義務づけられてお

り、その点検方法は昭和 51年消防庁告示第 8号により定められている。今般、設置の日から 40

年を経過した消火用屋外給水施設について、以下のとおり新たな点検の方法を規定しようとする

改正を行うものである。 

（１）加圧ポンプが当該ポンプの定格性能を満足しているかどうかを確認する。 

（２）加圧ポンプからの圧力損失が最大となる消火栓において放水し、放水圧力及び放水量が適

正であるかどうかを確認する。 

（３）配管に加圧ポンプの締切圧力に等しい水圧を加えた場合において、変形、損傷、漏水がな

いかどうかを確認する。 

 

【施行期日】 

平成２７年４月１日 

特定防災施設等に対する定期点検の実施方法の一部を改正する件について 

 



石油コンビナート等防災施設の耐災害性の確保のための 
  経年劣化に伴う点検基準等のあり方に関する検討会報告書（概要） 

検討会の目的 
 特定事業者に設置が義務付けられている災害の拡大防止のための防災施設（消火用屋外給水施設、流出油等防
止堤等）について、耐災害性の確保という観点から、経年劣化を考慮した点検基準のあり方等について検討を行う。 

検討会委員 

（１） 消火用屋外給水施設について、設置から一定期間が経過したものの耐災害性を確保するための点検基準等のあり方 
（２） 流出油等防止堤等の目地部について、設置から一定期間が経過したものの耐災害性を確保するための点検基準等のあり方 
（３） その他機能維持のために必要な対策 

検討項目 

（座  長）亀井 浅道 元横浜国立大学 特任教授 
（座長代理）大谷 英雄 横浜国立大学 教授 
（委  員）石井 俊昭 石油連盟 環境安全委員会 安全専門委員会 消防・防災部会長 
      伊藤 英男 危険物保安技術協会 事故防止調査研修センター長 
      岩岡  覚 電気事業連合会 工務部 副部長  
      緒方 啓一 （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構石油備蓄部 環境安全課 担当調査役 
      貝吹  清 市原市消防局 火災予防課長 
      次郎丸誠男 元消防研究所長 
      高橋 俊勝 川崎市消防局 予防部 危険物課長 
      田代 正則 （一社）日本消火装置工業会 技術委員会 副技術委員長 
      西  晴樹 消防庁 消防大学校 消防研究センター 火災災害調査部 原因調査室長 
      古河 大直 （一財）全国危険物安全協会 業務部長 
      宮代  徹 横浜市消防局 予防部指導課長 
      八木 高志 危険物保安技術協会 土木審査部 次長 
      吉田 一史 石油化学工業協会 保安専門委員会 消防防災専門委員長 

別紙 



消火用屋外給水施設の点検基準等について 

 
（被害の概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 被害のあった配管、加圧ポンプ等について
調査したところ、その設置時期が判明したも
のでは昭和４０年代から５０年代設置のもの
が多く見られた（４０~５０年経過。） 

 
 
 
 
 
・一部の特定事業所における消火用屋外給
水施設の不具合発生による補修事例を調
査したところ、設置から平均で４５年経過。 

 
・水道用配管の耐用年数例は４０年 
・配管の腐食による減肉を考慮した試算では
概ね４０年 

・一般的なポンプの参考耐用年数は３５年 
 程度 

 設置から相当の期間が経過した消火用屋外給水施設では、巨大地震等の発生が懸念され
る中で耐災害性の確保がなされない場合は、その機能に支障が生じる可能性もあることから、
設置から一定期間が経過したものの耐災害性を確保するための新たな点検基準等の策定
が必要。 

 対象は設置後４０年を経過した施設とし、１年に１回実施する。 
 消火用屋外給水施設の機能が維持されていることを確認するための点検は、加圧ポンプ、

配管に分けて行うことが現実的。 

 

 

 

 
     
   
    

                  

 
 

 

 

 

 

 

 

・配管内面に錆などが付着
することにより断面積が
減少し、摩擦損失が増加
（設置から約５０年）。 

・消火栓の埋没。 
・貯水槽との接続部分
が損傷し、漏水。 

・埋設配管部分が損傷
し、漏水。 

・加圧ポンプの基礎の
不等沈下。 

東日本大震災における 
消火用屋外給水施設の被害 

設置から長期間経過したことによる 
消火用屋外給水施設の不具合 

配管、ポンプの耐用年数（参考値） 

対応案 背景 

 

 

 

 

 
（点検基準） 
 
ア 加圧ポンプ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 配管 
  ○漏れ試験              
    配管に送水する加圧ポンプの締切圧力を水圧により加えた場合において、変形、 
   損傷、漏水がないことを確認。締切静水圧時間は10分以上。 

消防庁長官告示の改正と運用通知の発出を予定 

 （ア）定格負荷運転時の性能試験 
 加圧ポンプの銘板等に記載されている定格負
荷運転時における性能を確認（常用動力源、予
備動力源それぞれについて実施）。 

 （イ）消火栓の放水試験 
    圧力損失が最大となる範囲に設けられた消火栓において、総放水能力又は基準放

水能力による放水に必要な量の水を十分に供給できることを確認。 
＊1 総放水能力 

 特定事業所の自衛防災組織に備え付けなければならない大型化学消防車等の放水能力の合計に、当該大型化
学消防車等のうち放水能力が最大の大型化学消防車等の放水能力を加算した放水能力。 
 （石油コンビナート等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省令第８条） 

＊２ 基準放水能力 
 浮き屋根式屋外貯蔵タンクの直径に応じた大容量泡放射砲の放水能力。 
 （石油コンビナート等災害防止法施行令第１３条） 
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よ
り
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。

法
に
よ
り
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

機
能
点
検
の
実
施
方
法

二

機
能
点
検
の
実
施
方
法

（
略
）

（
略
）

(一)

(一)

消
火
用
屋
外
給
水
施
設

消
火
用
屋
外
給
水
施
設

(二)

(二)

ア

（
略
）

ア

（
略
）

イ

配
管

イ

配
管

・

（
略
）

・

（
略
）

(ア)

(イ)

(ア)

(イ)

設
置
の
日
か
ら
四
十
年
を
経
過
し
た
配
管
に
あ
つ
て
は
、
当
該
配
管

（
新
設
）

(ウ)
に
送
水
す
る
加
圧
ポ
ン
プ
の
締
切
圧
力
（
当
該
加
圧
ポ
ン
プ
に
逃
が
し

弁
が
備
え
付
け
ら
れ
て
い
る
も
の
に
あ
つ
て
は
当
該
逃
が
し
弁
が
作
動

し
た
場
合
に
お
け
る
最
高
圧
力
）
に
等
し
い
水
圧
を
加
え
、
か
つ
、
十

分
間
静
置
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
配
管
に
変
形
、
損
傷
又
は
漏
水

が
な
い
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

（
略
）

（
略
）

(三)

(三)

三

総
合
点
検
の
実
施
方
法

三

総
合
点
検
の
実
施
方
法

（
略
）

（
略
）

(一)

(一)

消
火
用
屋
外
給
水
施
設

消
火
用
屋
外
給
水
施
設

(二)

(二)



ア

加
圧
ポ
ン
プ
が
正
常
に
作
動
す
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

ア

加
圧
ポ
ン
プ
が
正
常
に
作
動
す
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

イ

加
圧
ポ
ン
プ
が
運
転
中
に
不
規
則
若
し
く
は
不
連
続
な
雑
音
又
は
異
常

イ

加
圧
ポ
ン
プ
が
運
転
中
に
不
規
則
若
し
く
は
不
連
続
な
雑
音
又
は
異
常

な
振
動
が
な
い
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

な
振
動
が
な
い
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

ウ

設
置
の
日
か
ら
四
十
年
を
経
過
し
た
加
圧
ポ
ン
プ
に
あ
つ
て
は
、
常
用

（
新
設
）

の
動
力
設
備
に
よ
る
運
転
及
び
予
備
動
力
設
備
に
よ
る
運
転
に
よ
り
、
当

該
加
圧
ポ
ン
プ
の
定
格
吐
出
量
（
当
該
ポ
ン
プ
に
表
示
さ
れ
て
い
る
吐
出

量
を
い
う

）
に
お
け
る
全
揚
程
が
定
格
全
揚
程
（
当
該
ポ
ン
プ
に
表
示

。

さ
れ
て
い
る
全
揚
程
を
い
う

）
以
上
と
な
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ

。

と
。

エ

ろ
過
装
置
に
変
形
、
損
傷
等
が
な
い
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

ウ

ろ
過
装
置
に
変
形
、
損
傷
等
が
な
い
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

オ

任
意
の
消
火
栓
（
設
置
の
日
か
ら
四
十
年
を
経
過
し
た
加
圧
ポ
ン
プ
を

エ

任
意
の
消
火
栓

使
用
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
加
圧
ポ
ン
プ
か
ら
の
圧
力
損
失
が
最

大
と
な
る
消
火
栓
）
に
よ
り
放
水
し
、
放
水
圧
力
及
び
放
水
量
が
適
正
で

に
よ
り
放
水
し
、
放
水
圧
力
及
び
放
水
量
が
適
正
で

あ
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
寒
冷
の
度
の

あ
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
寒
冷
の
度
の

著
し
い
地
域
に
あ
つ
て
、
配
管
を
地
下
に
設
置
す
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、

著
し
い
地
域
に
あ
つ
て
、
配
管
を
地
下
に
設
置
す
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、

寒
冷
時
に
実
施
す
る
こ
と
。

寒
冷
時
に
実
施
す
る
こ
と
。

カ

寒
冷
の
度
の
著
し
い
地
域
に
あ
つ
て
、
配
管
を
地
下
に
設
置
す
る
も
の

オ

寒
冷
の
度
の
著
し
い
地
域
に
あ
つ
て
、
配
管
を
地
下
に
設
置
す
る
も
の

に
あ
つ
て
は
、
漏
水
を
検
知
で
き
る
計
器
等
に
よ
り
、
漏
水
が
な
い
か
ど

に
あ
つ
て
は
、
漏
水
を
検
知
で
き
る
計
器
等
に
よ
り
、
漏
水
が
な
い
か
ど

う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

う
か
を
確
認
す
る
こ
と
。

非
常
通
報
設
備

（
略
）

非
常
通
報
設
備

（
略
）

(三)

(三)
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